
掛川市中小企業等省エネ設備導入事業費補助金 

FAQ 

 

【補助対象事業者について】 

Q1.個人事業主ですが対象となりますか。 

A1.対象となります。 

  申請の際、税務署へ提出された「個人事業の開業届出書（控）の写し」または「住民票

の写し」を提出してください。 

 

Q2.本社は市外にありますが、掛川市にある事業所や営業所・支店への省エネ設備の導入は

補助対象となりますか。 

A2.設備導入の実施場所が市内にあれば補助対象となります。 

  ただし、申請者は本社で申請してください（法人登記事項証明書の通り）。 

 

Q3.常時使用する従業員とは？ 

A3.正社員・パート・アルバイトの区別はなく、労働基準法第 20 条の規定に基づく「予め解

雇の予告を必要とする者」が常時使用する従業員をいいます。 

 

Q4.本年度、本補助金の交付を受けたが、別設備の更新について再度申請できますか。 

A4.できません。 

同一年度内１回限り申請可能です。 

 

【補助対象事業につて】 

Q5.設備を新設する場合、補助対象となりますか。 

A5.なりません。 

既存の設備（現在使用している設備）を入れ替える場合のみ補助対象となります。 

 

Q6.着工済みの事業も対象になりますか。 

A6.なりません。 

補助対象となる事業は、事前に申請書を提出し本補助金の交付決定を受けた事業のみと

なります。 

 

Q7.国や県から補助を受けている場合も補助対象となりますか。 

A7.当該補助金の交付要綱にて禁止されない限り、なります。 

  ただし、補助対象経費から国・県の補助金額を差し引いた額の 1/3 以内が市の補助額と

なります。 



Q8.エネルギー診断は自社で実施してもよいですか。 

A8.エネルギー診断士・省エネ診断士等、専門知識を有する専門家であれば実施可能です。 

 

Q9.店舗併設住宅の場合は補助対象となりますか。 

A9.店舗部分の事業用設備を更新する場合は補助対象となります。 

  店舗部分であることがわかる図面および写真を添付してください。 

 

【補助対象設備について】 

Q10.中古品やリースは補助対象ですか。 

A10.対象外です。 

 

【補助対象経費について】 

Q11.補助金の上限及び下限はありますか。 

A11.補助対象経費の 1/3 以内 1000 円未満切捨て（事業全体ではありません）  

上限 50 万円・下限 10 万円なので対象経費が 30 万円以上の事業になります。 

 

Q12.既存設備の撤去・処分に係る工事費は補助対象経費になりますか。 

A12.対象外です。 

  見積書で、補助対象となる「設備導入に係る工事費」と対象外になる「撤去・処分に係

る工事費」を切り分けて計上してください。 

  設備の入れ替えが条件となるため、撤去処分に係る経費についても対象外経費として

計上してください。 

 

Q13.見積書は「〇〇設備設置工事一式  △△△△円」「〇〇付属品一式  △△△△円」

という記載で問題ないですか。 

A13.経費の内容を確認するため、すべての品目に対して規格・数量・単位・単価・金額がわ

かる見積りを提出してください。 

  LED 設備を複数箇所導入する場合は設置場所（事務室・工場・倉庫・廊下等）も記載し

てください。 

 

Q14.補助対象とならない工事（全額自己負担）を同時に行ってもよいですか。 

A14.見積書の中で対象外工事として明確に分けて計上していただくか、対象となる工事分

のみ計上して申請してください。 

 

Q15.補助事業の発注はいつから行えますか。 

A15.審査後に決定通知を送付しますので、通知日以降に行ってください。 



  決定通知前に発注着手された場合は対象外となりますのでご注意ください。 

【申請様式について】※記入例をご覧ください。 

Q16.申請書に押印は必要ですか。 

A16.署名の場合は不要ですが、記名の場合は押印が必要です。 

    会社の場合は社印ではなく代表者印 

  完了報告・請求書は押印不要です。 

 

Q17.申請受付は先着順ですか。 

A17.先着順に行い予算がなくなりしだい終了します。不備等があった場合は当初の提出日

ではなく整った時点を提出日として受け付けます。 

 

Q18.申請書の申請者住所は実施場所の住所ですか。 

A18.住民票・開業届出書・法人登記事項証明書のとおり記載してください。 

 

Q19.更新前後の設備の写真で複数ある場合は一部でもよいですか。 

A19.更新する設備および更新した設備を確認するため、設備および数がわかるよう撮影し

てください。 

  LED 照明は部屋全体または事務所・廊下・倉庫等撮影箇所がわかるように撮影 

設置場所が広く設置数の確認が取れない場合は、南側から・西側から等切り分けて撮影

し配置がわかる図面をつけ、導入前後同位置、同方向で撮影してください。 

 

Q20.支払いを証する書類の写しとは何ですか。 

A20.領収書 

  金融機関窓口での振込：振込依頼書承認済の写し 

  ネットバンキングでの振込：振込依頼承認済の画面を打ち出したもの 

  ※依頼者（申請者） 振込先 振込日 振込金額がわかること  

  ※領収金額の内訳がわかるもの（請求の内訳書の写し）を付けてください。 

 

【その他】 

Q21.補助金で取得した設備の処分について制限がありますか。 

A21.補助金交付要綱第５条「補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（１件当たり

の取得価格が 50 万円未満の機械及び器具を除く｡)については、減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定められている耐用年数等に相当

する期間内において、市長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してならないこと。」と規定しています。補

助金の返還義務が生じる場合がありますので事前にご相談ください。 



  なお、「補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、帳簿及び書類

を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければならないこと。」と規定して

いますので、書類の紛失等ご注意ください。 

 

Q22.代理人申請を行ってもよいですか。 

A22.代理人によって補助金申請を行う場合でも、補助金の内容・申請方法等について申請者

も把握しておいてくださいますようお願いします。 

 

Q23.交付決定通知後に事業を変更する場合について、軽微な変更及び事業費の 20％以下の

変更の時はどうしたらよいですか。 

A23.変更が生じた時点で当課に連絡をしていただき、完了報告提出時に変更箇所がわかる

よう説明および請求の内訳書に記載をお願いします。 


